
資料１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本会の概要及び事業進捗状況



Ⅰ 全国市町村情報管理主管課長会の概要 
 

１ 設立の趣旨 

  近年の情報通信技術の進歩により、社会全体がネットワーク社会へと進んでおり、市町村において

も電子自治体の実現へ向けた取り組みを推進している。 

  このような状況を踏まえ、インターネット等の情報通信技術を活用した全国市町村の情報交流の場

を設け、市町村相互の連携を深めつつ、諸般の課題解決を図ることを目的とした全国市町村情報管理

主管課長会（以下、「本会」という。）を設立した。 

 

２  本会の会員 

    （財）地方自治情報センター（以下、「センター」という。）の正会員である地方自治法第１条の

３第２項の市町村（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市は除く。）の情報管理主管課長が

会員である。 

 

３  設立までの経過 

（１）設立準備委員会 

      ① 設立準備委員会の設置 

         市、町村から選出されているセンターの評議員（１０名）において構成される設立準備委員

会委員会を設置 

      ② 設立総会案件の検討・決定 

         設立準備委員会（２回：平成１４年６月、１０月）を開催し、設立総会案件（会則、細則、

運営方法、役員）について協議・検討し、決定 

（２）設立総会 

   開催日時：平成１４年１０月１８日（金）１０：３０～１２：００ 

   開催場所：東京・池袋サンシャインシティ サンシャイン６０ 

      各都道府県から選出された２団体及び設立準備委員会のメンバー（９５名）により、設立総会を

開催し、設立準備委員会で決定した設立総会案件を提案し、設立総会の総意により決定 

    

４ 本会の役員 

  別紙１のとおり 

 

５  本会の活動内容 

（１）センターのインターネット・ホームページ上に本会専用コーナーを設け、情報提供、調査、情報

交換を実施する。 
（２）講演会等を実施する。 

 

６  本会の運営 

本会会則・細則（別紙２）に基づき、本会役員及び事務局により運営を行う。なお、運営に関する

事項については、年２回程度開催する役員会で決定する。 
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７ 運用方法 

（１）ホームページ上に本会専用コーナー設置 

センターのインターネット・ホームページ上に本会専用コーナーを開設。本会専用コーナーは、

ＩＤとパスワードが必要となる認証システムである。 
（２）会員ＩＤの発行 

   会員ＩＤはインターネット・センターホームページ上にある「LASDEC 会員コーナー」と同一の

会員ＩＤである。 

（３）会員ＩＤの付与・削除 

   本会の会員はセンターの会員と同一であるため、センターの会員資格の取得及び喪失の際は事務

局（センター）が会員ＩＤの付与及び削除を行う。 

（４）専用コーナーの情報の更新及び内容変更 

   情報の更新や内容の変更については、事務局（センター）が行う。ただし、更新及び変更に当た

り重要と思われる事項については、事務局が会長に諮り、会長が必要と認める場合は、役員会議を

開催し決定する。またその際、役員会議が必要と認める場合は総会を開催し決定する。  

 

８  運営等にかかる費用 

 センターからの補助金をもって運営することとし、各市町村の財政的な負担はないものとする。た

だし、インターネット等において情報交換を行う際の電気通信サービス、接続機器等に要する費用は

各市町村団体の負担とする。 

 

９ 現在までの経過 

平成１４年６月２５日   設立準備委員会（第１回）開催（会則,細則,運営方法,役員等検討）  
平成１４年１０月３日    設立準備委員会（第２回）開催（設立総会提出案件の決定） 
平成１４年１０月１８日  設立総会開催（設立総会案件の決定「会則、細則、運営方法、役員」） 
平成１４年１１月初旬  本会専用コーナー開設 

 平成１５年２月５日    平成１４年度役員会議の開催（１４年度活動状況報告及び１５年度事業

計画の審議、役員改選について） 
 平成１５年６月１２日   平成１５年度役員会議の開催（１５年度事業計画の進捗状況の審議、役

員の任期（会長・副会長の任期）について） 
 平成１５年１０月１５日  新旧役員会議の開催 

（本会の概要及び事業進捗状況報告、第２期役員（会長・副会長）の選出） 

  平成１６年２月１７日   平成１５年度役員会議の開催 
（１５年度活動状況報告及び１６年度事業計画の審議） 

 平成１６年７月１４日   平成１６年度役員会議の開催（１６年度事業計画の進捗状況の審議、役

員の任期（会長・副会長の任期）について） 
  平成１７年２月２３日   平成１６年度役員会議の開催 

（１６年度活動状況報告及び１７年度事業計画の審議） 
 平成１７年１０月１２日  新旧役員会議の開催 

（本会の概要及び事業進捗状況報告、第３期役員（会長・副会長）の選出） 
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Ⅱ  事業進捗状況 
 

１ 役員会議 

（１）新旧役員会 

① 日 時 
   平成１７年１０月１２日（水）１６：００～１７：００ 

② 場 所 
   東京・グランドアーク半蔵門 
③ 出席者 

   新旧役員９名、事務局 

④ 議 題 

   本会の概要及び事業進捗状況、新役員（会長・副会長）の選出 

 

（２）役員会開催状況 

① 開催状況 

昨年度２回（平成１６年７月１４日、平成１７年２月２３日） 

今年度２回（平成１７年１０月、平成１８年２月（予定）） 

  ② 役員会申し合わせ事項（別紙３参照） 

役員改選について、役員の任期（会長・副会長の任期）について 

 

２ 会員状況（平成１７年１０月１日現在） 

１，４６２団体（市６８０、町６６１、村１２１） 

＊ １，７６０団体（平成１７年２月１日現在） 

＊ １，９５３団体（平成１５年１０月１日現在） 

 

３ 活動状況 

（１）本会専用コーナーでの活動（別添資料２参照） 

① 総会コーナー 

 ア 設立総会結果報告 

「全国市町村情報管理主管課長会設立」と題し、設立総会開催について掲載 

 

イ 役員会議報告及び役員名簿 

    昨年度まで開催された役員会（計６回）の報告（本日の役員会議の報告も実施）と役員名 
簿を掲載 

 

ウ 遠隔会議による総会 

      本会の運営についての重要な事項及び会則の改正等については、遠隔会議による総会（投

票方式）を開催することになっており（会則第１１条第２項）、現在活動を開始できる状

況となっているが未実施。 
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② 情報提供コーナー 

    ア 国、地方公共団体の情報化施策 

      市町村の情報化に関連する国及び地方公共団体の情報化施策や情報化に関する調査結果 
等について随時紹介する。 

 

    イ メーカー情報 

     市町村向けに行政情報システム等を提供している情報関係企業（地方自治情報センターの賛 

助会員）の地方公共団体関連ページ及びシステム別・カテゴリー別に分けたリンク集である 

（登録件数：４５社）。 

 

    ウ 地方自治情報センターからのお知らせ 

   当センター発行の「月刊 LASDEC」の掲載内容 

 

③ 調査コーナー 

 各市町村の情報化推進の状況について投票方式による簡易な調査を平成１４年度から開始して 

おり、総計２５回実施している。なお、今年度については３回実施している。 

    （調査内容） 

・パソコン関係（ソフトウェアの導入状況、フリーウェアの利用状況、パソコンのトラブル対

応等） 

・セキュリティ関係（パソコンのデータ消去方法、ウィルス対策、ソフトウェアのパッチ適用

作業、端末の認証方法等） 

・インターネット関係（ホームページ作成状況、ホームページの外国語・携帯電話対応、メー

ルマガジンの発行等） 

・市町村合併に伴うシステム統合 

 

 ④ 情報交換・照会コーナー（平成１５年度開始） 

ア 電子会議室 

会員相互が広くオープンに市町村の情報化推進等について情報交換が行えるものであり、 

今年度の投稿件数は１６件であった（総投稿数：７２件）。 

イ メーリングリスト 
グループ内限定で市町村の情報化推進等について情報交換が行えるものであり、開設状況 
はない。 
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 ⑤ 課長会名簿 
ア 名簿掲載 

会員情報（部門変更等）を会員からの指摘により随時更新中。なお、各市町村の情報管理部

門のメールアドレスが掲載されている名簿を平成１６年７月１日から公開し、各会員同士の

情報共有を図っている。 
アドレス掲載団体数 ：１，３０２団体（１７年１０月１日現在） 

           １，８０３団体（１６年７月当初） 

      アドレス総数    ：１，３９７アドレス（１７年１０月１日現在） 
１，９４３アドレス（１６年７月当初） 

 

イ 各市町村の情報管理部門のメールアドレスへ情報発信 

上記のとおり各市町村の情報管理部門のメールアドレスを掲載するとともに登録された各 

メールアドレスに平成１６年７月より、課長会コーナーの情報について配信を行った。 

なお、今年度は６回、総計２２回配信を行った。 

 
⑥ メールマガジン 

本会専用コーナーの充実及び多くの本会会員のアクセスを促進するため、本会の新着・更新情 

報等のお知らせを平成１５年６月１８日からメールマガジンで配信している。現在第２８号ま 

で発行し（今年度３回）、登録者数は約７００アドレスである。 

 （主な配信内容） 
・随時調査の内容紹介や調査結果 
・地方自治情報センターが発行している「月刊 LASDEC」の内容 

     ・新コーナー開設のお知らせ 

     ・メーカーが提供している市町村向け行政情報システムの掲載情報 

・その他専用コーナー内での活動状況等 

     

（２）本会専用コーナーのアクセス数 
   ４月総計  ８，５６２件 
   ５月総計 １２，１７４件 
   ６月総計 １７，３８８件 
   ７月総計  ７，６３３件 

８月総計  ４，９３５件 
   ９月総計  ３，６１８件 
 
（３）その他 
   平成１７年５月より本会トップページをリニューアルしている。 
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別紙１ 
 

（第３期役員名簿） 

課長会 

役職 

団体名 部署名 役職 備考 

 秋田市 企画調整部情報政策課 課 長  

 高崎市 市長公室情報政策課 課 長  

 浜松市 企画部情報政策課 課 長  

 洲本市 情報政策部 部  長  

 福山市 企画総務局企画部情報政策課 課 長  

 長崎市 企画部情報システム課 課 長  

 東京都日の出町 庶務課長 課 長  

 富山県朝日町 まちづくり振興課 課 長  

 香川県三木町 政策情報課 課 長  

 佐賀県北方町 企画課 課 長  

 

（第２期役員名簿） 

課長会 

役職 

団体名 部署名 役職 備考（任期等） 

 秋田市 企画調整部情報政策課 課 長 

会 長 高崎市 市長公室情報政策課 課 長 

 洲本市 情報政策部 部  長 

 福山市 市長室情報政策課 課 長 

 長崎市 企画部情報システム課 課 長 

 岩手県藤沢町 企画室 室 長 平成16年4月19日～ 

 京都府園部町 企画情報課 課 長 

副会長 佐賀県北方町 企画課 課 長 

 静岡市 総務部情報政策課 課 長 平成15年10月15日～平成17年3月31日

 茨城県関城町 企画課 課 長 平成15年10月15日～平成17年3月27日

 広島県高宮町 企画課 課 長 平成15年10月15日～平成16年2月29日

 

（第１期役員名簿） 

課長会 

役職 

団体名 部署名 役職 備考（任期等） 

会 長 横須賀市 企画調整部情報政策課 副部長・課長 平成14年10月18日～平成15年4月29日

  課 長 平成15年4月30日～ 

 富山市 情報統計課 課 長 

 岸和田市 企画調整部情報政策課 課 長 

 鳥取市 企画推進部情報政策課 課 長 

 徳島市 総務部情報推進課 課 長 

 那覇市 総務部電子計算課 課 長 平成14年10月18日～平成15年4月29日

  経営企画部情報政策課  平成15年4月30日～ 

 茨城県関城町 企画課 課 長 

 岐阜県垂井町 総務課 課 長 

副会長 島根県旭町 総務課 課 長 

 佐賀県北方町 企画課 課 長 
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別紙２ 
全国市町村情報管理主管課長会 会則 

 

（名 称） 

第１条 この会は、全国市町村情報管理主管課長会（以下「本会」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 本会は、全国の市町村相互の密接な連携を図り、市町村の情報化推進に関する諸課題につい 

      て相互研究することにより市町村間の情報化格差の是正や市町村の情報化促進及び本会の効率 

      的な運営をすることを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

       一 情報管理組織の運営等に関する情報の交換及び調査研究 

       二 行政情報化、地域情報化に関する調査研究 

       三 情報化関連資料の提供及び配布 

        四 講演会等の開催 

      五 その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

（会 員） 

第４条 本会は、（財）地方自治情報センター（以下、「センター」という。）の正会員である地方 

      自治法第１条の３第２項の市町村（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市を除く。） 

      の情報管理主管課長を会員とする。 

 

（会員の責務） 

第５条  本会の会員は、本会会則第２条及び第３条の規定に基づき、会員相互に協力することとする。 

 

（会員資格の喪失） 

第６条  本会の会員は、本会会則第４条の資格を喪失した時点で会員資格を喪失する。 

 

（役 員） 

第７条 本会に役員として会長、副会長及び幹事若干名を置く。 

  ２ 会長、副会長は幹事のうちから選出する。会長は本会を代表し、副会長は会長を補佐し、会 

      長に事故あるときは、副会長が会長の職務を代理する。 

  ３ 幹事は、センターの評議員のうち、市、町村から選出されている評議員を充てることとし、 

      本会の企画運営にあたる。 

  ４ 役員の任期は、センター評議員の任期に準ずる。 

    ５  役員は、任期満了においても後任者が就任するまでは、前任者がその職務を行うものとし、 

      後任の役員の任期は前任者の残りの期間とする。  

 

（会 議） 

第８条 会議は、次のとおりとする。 

        一  役員会議 

        二  会員相互の情報交換会議（以下「情報交換会議」という。） 

        三  総会 

 

（会議形式） 

第９条 会議形式は、一同に会する会議（以下「集合会議」という。）と衛星通信やインターネット 
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      等を利用する会議（以下「遠隔会議」という。）とする。 

   

（事務局） 

第 10 条 本会の事務局は、地方自治情報センター内に置く。 

 

（雑 則） 

第 11 条 この会則に定めるもののほか、本会の運営管理に必要な事項は、別に定める。 

    ２  第 11 条第１項以外の事項については、役員会議で決定し、会員に報告する。ただし、本会の 

      運営についての重要な事項及び本会則の改正については、総会で決定する。 

     

（付  則） 

  この会則は、平成１４年１０月１８日から適用する。 

 

 

全国市町村情報管理主管課長会 細則 

 

（目 的） 

第１条 この細則は、全国市町村情報管理主管課長会（以下「本会」という。）会則第 11 条第１項の

規定に基づき、本会の円滑な運営管理に必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（役員会議の開催） 

第２条  役員会議の議長は、会長とする。 

   ２  役員会議は、定例会を年２回開催する。 

   ３  議長は、必要がある場合に臨時役員会議を開催することができる。 

   ４ 役員会議は、役員の３分の２以上の出席により成立する。 

   ５  役員会議の定例会は、一同に会する会議（以下「集合会議」という。）とする。 

   ６  臨時役員会議は、集合会議または衛星通信やインターネット等を利用する会議（以下「遠隔会 

     議」という。）のいずれかにより開催する。 

   ７ 役員会議に出席できない役員は、各号に掲げる方法のいずれかにより、出席とみなす。 

      一  議長に議決を委任した委任状の提出 
      二  役員の委任を受けた代理者の出席 
   ８  役員会議の議事は、出席者の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の決するところに 
     よる。 

 

（会員相互の情報交換会議の開催） 

第３条  会員相互の情報交換会議（以下、「情報交換会議」という。）は、随時開催することができ 

      る。 

   ２  情報交換会議は、遠隔会議で開催する。  

   

（総会の開催） 

第４条  総会の議長は、会長とする。 

   ２   総会は、必要がある場合に役員会議の決定により開催することができる。 

   ３   総会は、遠隔会議で開催する。 

   ４   総会の議事は、遠隔会議の有効回答数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

 

（会議の役割） 

第５条 本会の会議の役割は、次のとおりとする。 
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        一  役員会議は、事業計画の立案、会員からの要望やその他本会の運営に関連する事項の協 

          議・決定等を行う。 

        二  情報交換会議は、市町村の情報化推進に関する諸課題について相互研究を行う。 

        三  総会は本会の運営に関連する重要な事項及び本会則の改正について決定を行う。 

 

（遠隔会議） 

第６条  遠隔会議は、センターホームページ上に本会の専用コーナーを開設し、開催する。 

  ２ 会員には、遠隔会議に必要となる会員ＩＤを発行する。 

 

（有識者の協力） 

第７条  遠隔会議を円滑に運営するため有識者及び国、地方公共団体の実務経験者への協力要請を行 

     う。 

 ２ 遠隔会議に有識者の協力が必要となる場合は、役員会議の決定により有識者に対し会員ＩＤを 

発行する。 

（講演会等の実施） 

第８条  講演会等は、会員から要望がある場合には役員会議の決定により開催する。 

 

（運営費用） 

第９条 本会の運営費用は、センターからの補助金をもってあてる。ただし、遠隔会議に必要な電気 

      通信サービス、接続機器等に要する費用は、会員団体の負担によるものとする。 

 

（役員の旅費） 

第 10 条  集合会議による役員会議及び臨時役員会議を開催する場合、役員の旅費はセンターの旅費規 

      程に準じて本会が負担する。 

 

（事務局所掌事務） 

第 11 条  事務局は、おおむね次の事務を分掌する。 

一 諸会議の開催に関すること 

        二 会員との連絡・調整・照会に関すること 

        三 調査の実施・資料提供に関すること 

     四 会員ＩＤの発行等に関すること 

         五  その他 

 

（他の情報管理主管課長会等との連携） 

第 12 条  本会は、必要がある場合には次の情報管理主管課長会等と相互了解のもと資料の提供などの 

      連携を図るものとする。 

         一  全国都道府県情報管理主管課長会 

         二  指定都市情報管理事務主管者会議 

         三  特別区電子計算主管課長会 

         四  全国広域市町村圏情報管理連絡協議会 

         五  近畿都市行政情報システム協議会 

 

（雑 則） 

第 13 条 本細則の定めによるほか、必要な事項は役員会議で定める。なお、本細則の改正については、 

      役員会議で決定する。 

 

（付  則） 

この細則は、平成１４年１０月１８日から適用する。

９



別紙３ 

役員会申し合わせ事項 

 
１ 平成１４年度役員会（平成１５年２月５日開催） 

（役員改選について） 
 平成１４年１０月１８日に開催された設立総会において選出された本会役員については、会則第７条

第３項において「地方自治情報センターの評議員のうち、市、町村から選出されている評議員を充てる」

と規定されており、さらに会則第７条第４項において「役員の任期は地方自治情報センター評議員の任

期に準ずる」と規定されている。 
 地方自治情報センター評議員の任期は２年となっており、任期切れは市が平成１５年７月３１日、町

村が平成１５年９月９日となっており、任期が異なっている。 
 ついては、本会会則第７条第５項において「役員は、任期満了においても後任者が就任するまでは、

前任者がその職務を行うものとし、後任の役員の任期は前任者の残りの期間とする」に沿って、新役員

が決定するまでの間を現在の役員がその職務を行うこととする。さらにより円滑な運営・引き継ぎを行

う目的から新旧役員会を１０月上旬に開催し、その開催日まで現在の役員の任期とし、開催日以降に新

役員の任期とする。 

 なお、以降の役員改選においても同様とする。 
 

 
２ 平成１５年度役員会（平成１５年６月１２日開催） 

（役員の任期（会長・副会長の任期）について）  
 会長・副会長の任期は、役員の任期に準ずる。なお、会長・副会長の任期途中において、当該情報管

理主管課長が交替した場合は、後任課長がその任にあたるものとする。  
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